
附 属 明 細 書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費用の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計
額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

建 物 1¶118¶707¶793 57¶151¶538 0 1¶175¶859¶331 345¶949¶802 69¶344¶523 0 829¶909¶529

構 築 物 111¶654¶697 934¶500 0 112¶589¶197 45¶936¶481 9¶031¶580 0 66¶652¶716

機 械 装 置 11¶442¶573 2¶226¶000 0 13¶668¶573 7¶275¶308 2¶176¶185 0 6¶393¶265

船 舶 1¶874¶251¶895 182¶163¶441 0 2¶056¶415¶336 666¶184¶435 122¶129¶383 0 1¶390¶230¶901

車 両 運 搬 具 20¶204¶144 3¶150¶000 7¶929¶880 15¶424¶264 10¶539¶928 1¶744¶846 0 4¶884¶336

工 具 器 具 備 品 33¶802¶590¶819 3¶654¶394¶521 483¶103¶768 36¶973¶881¶572 23¶387¶694¶213 5¶536¶238¶491 0 13¶586¶187¶359

計 36¶938¶851¶921 3¶900¶020¶000 491¶033¶648 40¶347¶838¶273 24¶463¶580¶167 5¶740¶665¶008 0 15¶884¶258¶106

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

建 物 12¶768¶017¶771 86¶287¶453 1¶213¶000 12¶853¶092¶224 3¶326¶675¶438 394¶045¶764 0 9¶526¶416¶786

構 築 物 1¶947¶113¶485 0 70¶353¶536 1¶876¶759¶949 1¶006¶472¶518 96¶470¶359 0 870¶287¶431

機 械 装 置 120¶428¶234 0 3¶885¶000 116¶543¶234 115¶423¶579 1¶323¶245 0 1¶119¶655

船 舶 76¶960¶586¶197 121¶485¶000 180¶000¶000 76¶902¶071¶197 42¶850¶590¶905 4¶752¶839¶906 0 34¶051¶480¶292

車 両 運 搬 具 7¶431¶430 0 0 7¶431¶430 7¶328¶560 53¶332 0 102¶870
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] 不要財産として申請した理由
平成16年４月の独立行政法人移行時に前身の海洋科学技術センターから承継した事務所や借上
社宅に係る敷金が、物件の解約に伴って契約相手方から返戻され、これを現金として保有してお
りましたが、当該財産については今後新たに使用する計画が見込まれないことから不要財産と判
断いたしました。
また、学術研究船「淡青丸」の専用桟橋として東京都港区台場の桟橋及びその関連設備を所有
しておりましたが、竣工から30年を経過して老朽化が進行していたこと及び新たに「海洋生態系
調査研究船」の建造に着手したことを踏まえて平成25年１月に「淡青丸」の運用を停止し、独立
行政法人通則法に定める不要財産以外の重要な財産として処分を行ったため、これに伴って台場
桟橋及びその関連設備については今後使用する見込みがなくなりましたので、不要財産と判断い
たしました。

^ 当該不要財産の取得に係る出資又は支出の別
国からの現物出資 183¶579¶361円

_ 国庫納付が行われた年月日
現金 平成25年３月19日
台場桟橋及び関連設備 平成25年３月29日

` 国庫納付に伴う減資額
183¶579¶361円

７．重要な後発事象
該当事項はありません。

８．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
\ 平成24年度一般会計補正予算（第１号）による影響について
平成25年２月26日に第183回国会において成立した「平成24年度一般会計補正予算（第１号）」
により、当機構に333•5億円の追加予算が措置されましたが、そのうち333•4億円については事業
を平成25年度に繰り越して実施するため、当期の財務諸表に及ぼす影響は僅少です。
また、繰り越した事業を平成25年度において実施する予定ですが、当該事業の遂行に伴って計
上される費用に対しては、見合いとして同額の収益が計上される予定であり、最終的な損益には
影響がない見込です。
さらに、本補正予算において、海底広域研究船建造事業に係る予算が、平成24年度以降４箇年
度以内の国庫債務負担行為として措置され、その限度額は207億円となっております。当該海底
広域研究船建造事業は平成27年度に完了する予定です。

] 「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」の当面凍結について
「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成24年１月20日閣議決定）により、研
究開発の特性に応じた制度が構築されることに併せて措置されることとなっておりました独立行
政法人物質・材料研究機構、独立行政法人防災科学技術研究所、独立行政法人科学技術振興機構
及び独立行政法人理化学研究所との組織統合は、「平成25年度予算編成の基本方針」（平成25年１月
24日閣議決定）に基づいて当面凍結されることとなっております。
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